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研究の目的： 

近年，有明海・八代海では海域環境が悪化しており，その一因として埋立てや海岸線の人工化，干潟や水底へ

のガタ土堆積等による泥質化が挙げられている．これらの開発・変化によって，干潟沿岸域が持つ水質浄化機能

や，生物の生息・生育場としての機能低下が懸念されるが，その変化のメカニズムについては，様々な要素が複

雑な経路で関与するため，現象の早急な解明は困難な状況にある．そのため，長期的視点での科学的解明と並行

し，着手可能な再生方策の実施が必要となっており，2006 年 12 月に環境省の有明海・八代海総合調査評価委員

会において各種の調査・研究成果を評価し，報告書が取りまとめられたところである．しかしながら，具体的な

再生方策に関する議論が十分でなく，解明すべき課題も多く残されている状況にある． 

このような中で，熊本県では，沿岸海域の再生方策等を取りまとめることを目的として，学識者及び一般住民・

漁業代表者で構成する「有明海・八代海干潟等沿岸海域再生検討委員会（委員長：滝川清）」を 2004年 8月に設

置した．委員会においては，2ヵ年度にわたって検討を行うとともに，既存データの収集等の各種調査，委員会委

員と地元との意見交換会などを行ってきた．その一連のプロセスは，有明海・八代海再生の県単位での総合的な

取り組みとしては先駆的な試みである． 

 

研究の内容： 

熊本県沿岸域の地域特性を把握・整理し，有明海及び八代海ごとにゾーン区分を行った．次に，より具体的に

再生方策を検討する上で代表的な特徴を持つケーススタディー地区を選定し，有明海全体と八代海全体及び地区

ごとに検討を進め，干潟等沿岸海域の再生に向けた基本理念や基本方針，再生方策等を示した「有明海・八代海

干潟等沿岸海域の再生のあり方（提言）」(マスタープラン)が取りまとめられた． 

a) 既存資料の収集・整理 

 社会環境，自然環境など，多様な項目について資料の収集・整理を行い，現状，過去からの変遷（基本的に

1950年以降）について整理を行った．  

b) 聞き取り調査 

 既存資料では十分に整理できない項目について把握するため，熊本県の沿岸域漁業者を対象に聞き取り調査

を行った．アンケート調査結果と合わせて聞き取り年表の作成を行なった． 

c) アンケート調査 

 聞き取り調査は漁業者を対象に行ったが，漁業者だけでなく一般住民を含めた幅広い層の意見を収集するた

め，内水面漁業者，沿岸域住民，一部の沿岸域漁業者にアンケート調査を行った． 

d) 現地調査 

 海岸線の調査を行い，満潮時・干潮時の海岸前面の状況，護岸の状況，後背地の状況について記録し整理し

た．また，生態系の豊かさを表す指標となる塩生植物の分布状況を，一級河川の河口部を中心に調査した． 

e) 干潟等沿岸海域の再生方策に関する事例や文献の収集・整理 

 干潟等沿岸海域の再生に関して，全国各地で行われている再生の事例や再生に関する研究文献等について収

集・整理した． 

f) ケーススタディー地区における意見交換会 

 具体的な再生方策を検討するに当たり，6つのケーススタディー地区において，地元の住民と委員が直接意見

の交換を行った． 

 

主要な結論： 

熊本県の取り組みについて紹介したが，熊本県は広大な沿岸域を持ち地域特性も多様である．一方，有明海・

八代海といった広範囲な海域の中で共通する課題も多い．そのような中で再生に向けた施策を展開するには，沿

岸域をゾーニングによって類型化し，代表地区を選定しながら課題を抽出し，再生方策を検討する今回のプロセ

スが非常に有効であると考えられる． 
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